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課税売上げ・不課税売上げに共通して要する課税仕入れ

内国法人Ａ社は、国内に製薬事業を行う100％子法人５社を有しており、製薬事

業グループの研究機関の役割を担っています。Ａ社は、前期末にこれらの子法人５

社との間で、製薬に係る研究開発委託契約を委託手数料150億円で締結し、この研

究開発を遂行していたところ、当期末までに、当該研究開発に係る研究開発部門費（本件

課税仕入れ）として原料費20億円、労務費５億円及び経費10億円が発生し、原料費及び

経費に係る消費税等（消費税及び地方消費税）の合計額が３億円となりました。加えて、

当該研究開発に当たり、国から補助金を１億円受け取ることとなったため、本件課税仕入

れに対応する収益は、委託手数料150億円（課税売上げ）及び補助金１億円（不課税売上

げ）となります。また、当該研究開発に係る使用人の従事日数は、研究委託手数料収入に

対応する分が14,900日、補助金収入に対応する分が100日です。なお、Ａ社は消費税法

上、個別対応方式を採用しており、課税売上額1000億円、課税売上割合90％となってい

ます。

この場合、本件課税仕入れに係る消費税等の額３億円について、控除対象消費税額の計

算方法をご教示ください。

本件課税仕入れに係る消費税等

の額３億円については、課税売上

げ（研究委託手数料）及び不課税

売上げ（補助金）に対応する使用人の従

事日数（14,900日及び100日）に基づ

き、それぞれ、課のみ対応と共通対応に

合理的に区分することとなり、その控除

対象仕入税額は、課のみ対応額２億

9800万円及び共通対応額200万円に課

税売上割合90％を乗じて計算した金額

180万円の合計額２億9980万円になる

と えられます。

【解 説】

１ 関係法令等

当該課税期間中に国内において行った課

税仕入れ等につき、①課税資産の譲渡等に

のみ要するもの（課のみ対応）、②その他

の資産の譲渡等にのみ要するもの（非のみ

対応）及び③課税資産の譲渡等とその他の

資産の譲渡等に共通して要するもの（共通

対応）にその区分が明らかにされている場

合には、控除対象仕入税額の合計額は、課

のみ対応額及び共通対応額に課税売上割合

を乗じて計算した金額の合計額となるとこ

ろ（消法30②一）、課税仕入れの区分の判

疑
問

(38) 国 税 速 報令和２年３月16日 第6600号 第３種郵便物認可



断については、消費税法30条２項１号の

規定に則して、当該課税仕入れが行われた

日の状況に基づいて、その取引が事業者に

おいて行う将来の多様な取引のうちのどの

ような取引に要するものであるのかを客観

的に判断すべきものと解されています（東

京地判・平成24年７月９日）。

２ 消費税法上の取扱い

⑴ 不課税取引に係る課税仕入れ

不課税取引に要する課税仕入れ等は、

共通対応に該当するものとして取り扱わ

れます（消基通11―２―16）。

⑵ 個別対応方式の適用方法

消費税法における個別対応方式の適用

上、課税仕入れ等に係る消費税額につい

ては、必ず、①課のみ対応、②非のみ対

応、③共通対応に区分しなければならな

いとされているところ（消基通11―２

―18）、同通達は、個別対応方式を採用

して控除対象消費税を計算する場合に、

課税仕入れ等を上記①、②及び③に合理

的に区分することを前提として、その計

算を行うことを明らかにしたものである

と解されています（濱田正義編『平成30

年版 消費税法基本通達逐条解説』675

ページ・大蔵財務協会）。

⑶ 共通対応の課税仕入れ等

共通対応に該当する課税仕入れ等であ

っても、例えば、原材料、包装材料、倉

庫料、電力料等のように生産実績その他

の合理的な基準により課のみ対応と非の

み対応に区分することが可能なものにつ

いて当該合理的な基準により区分してい

る場合には、その区分したところにより

個別対応方式を適用することとして差し

支えないとされているところ（消基通

11―２―19）、これは、課税売上割合で

区分するよりも、課税仕入れ等の発生の

実態に応じて区分する方法のほうが、よ

り実態に即した合理的な方法であること

をその趣旨としています。

⑷ 課税売上割合に準ずる割合

課税売上割合に準ずる割合は、使用人

の数又は従事日数の割合、消費又は使用

する資産の価額、使用数量、使用面積の

割合といったものなど、課税売上げと非

課税売上げに共通して要する課税仕入れ

等の性質に応じた合理的なものでなけれ

ばなりません（国税庁ＨＰ・タックスア

ンサー№6417）。

３ 検討

当該課税期間中に国内において行った課

税仕入れ等につき、個別対応方式により控

除対象仕入税額を計算する場合には、上記

１のとおり、その用途区分の判断について、

当該課税仕入れが行われた日の現況により

客観的に判断すべきであると解されていま

す。

この点、本件課税仕入れに係る消費税額

は、当該課税仕入れが行われた日の現況に

おいて、将来の課税売上げ（研究委託手数

料収入）と不課税売上げ（補助金）に要す

るものに該当し、上記２⑴によれば、不課

税売上げ（補助金）は共通対応として取り

扱うこととされているため、上記２⑵によ

り、必ず、課のみ対応と共通対応に区分し

なければならないところ、上記２⑶及び⑷

の合理的な区分方法の例示を踏まえると、

本件課税仕入れに係る消費税額につき、課

のみ対応と共通対応に区分する方法として
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は、課税売上げ（研究委託手数料）と不課

税売上げ（補助金）に対応する使用人の従

事日数で区分するのが合理性のある方法の

１つであると えられます。

したがって、本件課税仕入れについては、

課税売上げ（研究委託手数料）と不課税売

上げ（補助金）に対応する使用人の従事日

数に基づき、それぞれ、課のみ対応と共通

対応に合理的に区分し、その控除対象仕入

税額の合計額は、課のみ対応額及び共通対

応額に課税売上割合を乗じて計算した金額

の合計額となります。

４ 控除対象消費税額

本事例の事実関係及び上記３の内容を踏

まえて、本件課税仕入れに係る控除対象消

費税額を計算すると、本件課税仕入れに係

る消費税等の額３億円に対して使用人の従

事日数のうち研究委託手数料収入に対応す

る分14,900日と補助金収入に対応する分

100日の合計額15,000日のうちに14,900

日の占める割合を乗じて計算した金額２億

9800万円及び当該消費税等の額の残額200

万円に課税売上割合90％を乗じた金額

180万円の合計額２億9980万円となります。

したがって、本件課税仕入れにつき、２

億9980万円が控除対象消費税額として控

除できると えられます。

※ 本文中、意見にわたる部分は筆者の私見であり、デロイト トーマツ税理士法人の公式見解では

ありません。また、上記記載は掲載日現在有効な法令に基づくことに留意を要します

《デロイト トーマツ税理士法人 タックス コントラバーシーチーム

ディレクター 野田 秀樹》
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